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令和５年３月２９日 

世田谷区長 

 保坂 展人 様 

  

世田谷区公契約適正化委員会 

会長 中川 義英 

 

公契約条例に係る取組みについての意見書 

 

  本委員会では令和３年６月より設置となった今期において、同年２月の区

への答申における提言を踏まえた入札制度改革や、労働報酬下限額の段階的

な引上げなどをはじめ、公契約を通じた事業・経営環境の改善、公契約の業務

に従事する労働者の適正な労働条件の確保等に向けて各種課題について議論

を深めてきたところである。 

令和３年１１月には工事以外の契約に適用する労働報酬下限額について、従

前からの区職員の高卒初任給額を基礎とした金額算定に、新たに期末手当相当

額を加えた額を中期目標に掲げ、段階的に引上げていくことで、同一労働同一

賃金を適用する高卒初任労働者の生活基準に接近させることが妥当であると

の意見書を区へ提出した。 

また、同年１２月には工事請負契約における労働環境整備等の評価や過度な

低入札を抑制する評価手法を取り入れた世田谷区建設工事総合評価方式入札

の試行実施にあたり留意すべき事項、および公契約条例の周知や労働報酬下限

額の遵守の徹底に向けた取組み、並びに委託契約におけるダンピング防止のた

めの入札制度改革の推進について提言をとりまとめた意見書を区へ提出して

いる。 

加えて、令和４年１１月には新型コロナウイルス感染症に伴う流通機構の修

復の遅延や物価上昇などの現下の経済情勢等を踏まえたうえで、令和５年度も

引き続き工事契約における労働報酬下限額は公共工事設計労務単価の 85％以

上とし、工事以外の契約に適用する労働報酬下限額は段階的に引上げていくべ

く、現行より 60円引上げとなる時間単価 1,230円にすべきとの意見書を区へ

提出している。 

これらを踏まえた区の取組みについて、本委員会において各委員から出され

た意見を取りまとめたので報告する。 

 

１ 世田谷区建設工事総合評価方式の試行実施について 

   

（１）価格以外の評価について 

試行実績を見ると、価格評価が１位でない事業者であっても価格以外の評
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価の得点により落札した案件の割合が従前よりも増加しているということ

から、実施件数が少ないながらも、この総合評価方式の品質と価格のバラン

スを競う機能が一定程度確認できる。 

一方で個々の評価項目に目を向けると、公契約評価点については男女共同

参画、ワーク・ライフ・バランスや障害者雇用の評価等、中小企業など建設

事業者によっては達成難易度が高いと考えられるものがある。今後も試行実

施の検証を重ね、区の方策に合わせ、区内建設業者における各評価項目の達

成状況などを勘案し、本総合評価方式の趣旨を踏まえた上で、必要に応じて

評価項目や評価手法についての見直しも視野に制度改善の検討を行ってい

くべきである。 

 

（２）価格評価について 

  試行実績においては予定価格から評価基準価格付近までの応札が分散し

ている案件が多く、品質とのバランスや過度な低価格入札対策に沿った応札

行動が一定程度確認できるが、令和４年度は評価対象となる実施件数が限ら

れていたため、今後も案件数を増やして引き続き検証していくべきである。 

  また、参加事業者アンケートによれば、評価方法については９割以上の事

業者に理解されているとのことだが、少数ながらあまり理解していないとの

回答もあることから、引き続き事業者には丁寧かつ詳細な説明を行っていく

必要がある。 

 

２ 委託契約におけるダンピング対策について 

 区は変動型最低制限価格制度の先行導入自治体の取組み内容を基に、過去

の入札実績への検証を重ねることで本制度を構築している。令和５年４月か

らの本制度実施以後、入札価格、落札率、最低制限価格未満入札の発生件数

等について従前の類似案件実績との比較分析を行うとしているが、社会・経

済情勢の影響により左右される今後の入札実績にも注視し、制度趣旨に適う

効果が得られるよう、乗率の設定変更も含めた算定方法や対象業務の範囲の

見直しを行うことも視野に検証を実施していくべきである。 

  

３ 労働報酬下限額について 

  委託契約における労働報酬下限額については、令和２年度に本委員会が当

初から目安としてきた特別区職員の高卒初任給相当額に到達したところであ

る。令和４年度からはこれに期末手当相当額を加えた額を目標に据え、一定の

期間をかけて段階的に引上げていくこととした。現下における円安やロシア

によるウクライナ侵攻に起因する経済環境への影響に代表されるような各時

期の動向に注視しつつ、公契約に従事する労働者の賃金改善に向けて、新たな

加算手当の必要性検討とともに引き続き達成目標に向けた計画的な引上げを

行っていくべきと考える。 
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 ４ 建設業における働き方改革について 

労働基準法による建設業への時間外労働に係る上限規制の開始を令和６年

４月に控え、建築工事における従事者の長時間労働の改善は急務である。特に

区が発注する建築工事の約４割を占める学校施設工事においては、学校施設の

運営責任者、施設管理所管部署、工事監督部署、施工者などの各関係者が工事

を行う際の条件等を共通認識し、学校運営への影響、施工日等の変更による工

期への影響などについて事前に各者が確認し、変更を減らし、従事者の長時間

労働等の原因となる想定外の施工日の変更等を未然に防止することが必要で

ある。 

また、建設業が他産業と比較して長時間労働が常態化していることからも、

区が施工者から徴取している報告書類等を簡略化するなど、工事現場の従事者

のみならず、管理部門の労働者も含めた事業者の事務負担の軽減を図ることが

望ましい。一方、人材不足対策等では事業者が中心となるものの庁内各部署の

さらなる連携した支援が望まれる。 

加えて、工期設定については現場条件を整理の上、竣工後の施設の使用開始

までの期間を適切に見込み、悪天候による作業中止などの不測の事態も踏まえ

た必要な工事日数を確保するべく具体的な対策を講じるべきである。 

 

５ おわりに 

 区は令和３年２月の本委員会からの答申以降、条例の周知及び遵守の徹底

を図るための条例の手引きや労働報酬下限額周知カード及び周知確認書の徴

取といった取組みや、公契約条例の趣旨を入札制度に具体的に反映させ、品

質と価格のバランスを競う入札を目指す世田谷区建設工事総合評価方式の試

行実施を開始している。また、令和５年度からは委託契約におけるダンピン

グ対策として新たに変動型最低制限価格制度を導入する予定であるなど、必

要な取組みが一定程度進められてきている。これらについては評価しつつ、

令和６年４月からの建設業へ時間外労働の上限規制の開始を見据えた工事請

負契約における労働者の適正な労働環境の確保や、業務委託契約における仕

様や見積の標準的な作成および職種別の労働報酬下限額といった課題につい

ては、その解決に向けた実効性のある具体的な取組みを講じていくべく、課

題・問題点を整理するとともにさらに本委員会にて議論を深めていく必要が

あると考える。 


